
第2期芦屋市子ども・若者計画　実施評価票

重点目標１　豊かな人間力を身につけるため，子ども・若者の育ちを支援する

【量的評価】 【質的評価】

子育て推進課

土曜日につどいのひろばを開設し，
わくわく冒険ひろばといった屋外イベ
ント等で父親の参加を促した。今後
も，土曜日のイベント等を企画するこ
とで父親の参加を増やしていく。

継続

こども園・保育所の行事（運動会・生
活発表会）を土曜日に行った。（保育
係）
新型コロナウイルス感染症拡大を防
止するため，オンラインにより両親学
級を開催した。（子育て支援セン
ター）

両親で参加する家庭が多かった。（保
育係）
オンライン両親学級：8回開催
参加者数59人　うち父親7人
8回中5回は土曜日に開催したため，
父親の参加を促すことができた。（子
育て支援センター）

父親の参加が増えることで，子どもの
成長を家庭と共有できた。（保育係）
新型コロナウイルス感染症拡大を防
止するため，例年実施している土曜日
のイベントの企画ができなかったが，
オンラインにより父親も参加しやすい
講座を実施することができた。（子育
て支援センター）

Ａ（保育係・子
育て支援セン

ター）

継続（保育係）
オンラインによる講座を中心に，芦屋
市新型コロナウイルス感染症対策公
共施設利用ガイドラインに基づいた感
染拡大予防対策を講じながら，父親
が参加しやすい事業を実施していく。
（子育て支援センター）

男女共同参画推進課
（人権・男女共生課）

平日仕事をしている父親も参加しや
すいと思われる土曜日に，家族で参
加できるような講座を開催した。土日
開催の講座を毎年継続して実施し，
参加者を増やすことができた。

継続

父親が家庭での育児に関わることが
できるように，子どもと一緒に参加す
る工作講座や絵本講座を，市民グ
ループと共催で開催した。また，男性
が育児・家事に積極的に関わる方法
とその効果をテーマとした講座を開
催した。

父親（男性）の土曜開催講座の参加
者数
合計　１９名（昨年度２８名）
（工作講座：１０名，絵本講座：４名，
育児・家事参画推進講座：５名）

【量的評価】
新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため，実施事業が少なくなり，令和元
年度と比較して父親（男性）の参加者
数は減少してしまった。いずれの講座
も参加者が募集定員を下回ってしまっ
ていたため，周知方法の工夫が必要
である

【質的評価】
講座参加者の男性の多くが「参加して
よかった」と受講後のアンケートにお
いて回答しているが，講座に積極的に
参加する父親は日頃から子育てに関
わっている場合が多く，関わっていな
い父親が参加することがより望ましい
が，父親単独で講座に参加するのは
難しい。そのため，夫婦で，もしくは子
どもと一緒に講座に参加できるように
したり，事前申し込み不要の事業を企
画するなど，参加のハードルを下げる
ことを検討していく必要がある。また
母親の目に留まるようなチラシ作成を
するなどの工夫も必要である。

Ｂ

父親が家庭での育児・家事に関わる
機会が増えるきっかけとなるような講
座やイベントを企画し，あらゆる機会
を通じ積極的に父親の参加を促す。

健康課

プレ親教室「沐浴クラス」6回実施延
べ124人の参加(うち男性：64人)，プ
レ親教室「パパママクラス」6回実施
延べ143人の参加(うち男性：57人)
助産師が実施する「父親の役割」や
「親子の絆」の講話を通じて，育児に
積極的に参加できるよう啓発してい
るが，参加者数の増加をめざし，教
室の周知方法について工夫が必要

継続
プレおや教室（沐浴クラス・パパママ
クラス）の実施

・「沐浴クラス」　　5回実施　延べ134
人参加（うち男性63人）
・「パパママクラス」　5回実施　延べ77
人参加（うち男性34人）

・沐浴クラスについては，参加者が増
加している。病院での両親学級が中
止になり，沐浴実習を体験できる機会
が減ったことが影響していると考えら
れる。
・パパママクラスの参加者は減少。内
容の検討やアンケートによりニーズを
把握する必要がある。

B

・新型コロナウイルス感染症の拡大防
止のため実施体制を検討し，より子育
て支援につながるよう実施していく。
・認知度やニーズを把握し対象や内
容の検討を行う。

学校教育課
子どもや学校の様子を知る，土曜参
観やオープンスクールを開催して父
親参加を進めている。

継続

新型コロナウイルス感染症に伴う影
響で，土曜参観及びオープンスクー
ルについては中止。

新型コロナウイルス感染症に伴う影
響で，土曜参観及びオープンスクール
については中止。規模を縮小して内
容を工夫しながら実施した。

新しい学年になって，関心が高まる1
学期の土曜参観は参加しやすく効果
が期待できる。また，オープンスクー
ルとして，数日間，学校を開放するこ
とにより，保護者が学校訪問する機会
が増えるのも効果が期待できる。

B

今後の新型コロナウイルス感染状況
に応じて，実施内容等を工夫しなが
ら，児童生徒の安全を第１に考えた取
組を実施していく。

2
家族の絆を深める体験が
できる場の提供

子育て推進課
家族全員で参加することで家庭の大切
さを考え，家族の絆を深めることができ
るイベント等を実施します。

毎年11月，こどもフェスティバルを開
催。中・高校生のボランティアやシル
バー人材センター等も参加すること
で，多世代交流も図ることができた。
引き続き，親子で参加できるイベント
を継続的に実施していく。

継続

新型コロナウイルス感染症拡大を防
止するため，イベントを開催すること
ができなかった。（子育て支援セン
ター）

芦屋市新型コロナウイルス感染症対
策公共施設利用ガイドラインに基づい
た感染拡大予防対策を講じながら，
家族で参加しやすい事業を実施して
いく。（子育て支援センター）

目標
検証・分析

父親の子育てに対する積
極的参加の促進

1

父親が地域の行事や家庭での育児に参
加できるような集会やイベントを企画し，
あらゆる機会を通じ積極的に父親の参
加を促します。
家族で参加しやすい土日開催講座を実
施します。

次年度目標取組の評価実施した取組の内容計画策定時の現状と課題事業概要担当課事業名No
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3 学校給食の充実 学校教育課
児童生徒の心身ともに健全な発達を図
るため，栄養バランスのとれた安全・安
心な学校給食を提供します。

学校給食については，児童生徒・保
護者からの評価も高く，引き続き「栄
養バランスのとれた安心安全な手作
り給食」を提供をしている。

継続

小学校182回，中学校167回程度の
実施

〇新型コロナウイルス感染症に伴う
影響で，学校再開は６月１日より分散
登校でスタートしたが（小学校：～
6/19,中学校：～6/12)その間も簡易給
食を実施した。小学校６回　中学校７
回
〇４月から５月までの学校臨時休校
中の授業時数保証のための夏季休
業期間短縮に合わせて，これまで実
施していなかった期間も含めて給食
実施（1学期は～７/３０，2学期は８/１
９～実施）

〇各学校に1人，栄養教諭又は栄養
職員を配置することで，独自の献立を
たてることができ，状況に応じた食材
発注もしやすく，おいしい給食が実施
できた。　　　　　　　　　　　〇給食費
は，小学校で１食２５０円，中学校で２
９０円で実施している。今後の給食費
については，物価の上昇等も考慮しな
がら，学校給食連絡協議会でも協議
し，多くの意見聴取をしながら検討し
ていく。

B

今後の新型コロナウイルス感染状況
に応じて，実施内容等を工夫しなが
ら，児童生徒の安全を第１に考えた取
組を実施していく。実施回数について
は，小学校182回，中学校167回程度
の実施を継続していく。

19 人権擁護事業 人権・男女共生課

法務局や人権擁護委員と連携し,人権擁
護活動を行います。近年インターネット
やＳＮＳによる人権侵害が増加している
ため,市内の学校園等において,スマホ・
ケータイの人権教室を実施します。

人権擁護委員による特設人権相談
所を開設した。また,性自認や性的指
向に関する悩みを受ける専門相談
員によるＬＧＢＴ（セクシュアルマイノ
リティ）電話相談を開始した。（平成
31年2月）人権擁護委員（法務大臣
委嘱）が増員になったことから，人権
擁護活動，人権啓発活動の充実を
図ることができた。また,法務局や人
権擁護委員と連携して市内の学校
園等で近年問題となっているいじめ
やインターネットによる人権侵害等を
テーマにした人権教室を実施してい
る。

継続

新型コロナウイルス感染症の影響に
より，スマホ・ケータイ人権教室を実
施することができなかった。

人権擁護委員や教育委員会と連携
し，スマホ・ケータイ人権教室の実施
校を増やす。

20 人権啓発事業 人権・男女共生課
人権を尊重する意識の普及,啓発をしま
す。多様化する人権課題に対して効果
的な啓発を図ります。

日々の生活と人権を考えるつどい
（人権週間事業）をはじめ,人権講演
会等を人権に関する様々なテーマで
実施し,人権意識の普及・啓発を図っ
た。インターネットやＳＮＳによる人権
侵害,性的少数者の人権など人権課
題の多様化が進んでおり,それぞれ
の課題に対して関係課や関係機関
等と連携し効果的な啓発を行う必要
がある。
●人権啓発事業参加者数
3,000名（令和2年度までに目指す値）
3,739名（平成30年度実績）

継続

①人権講演会
テーマ：ＬＧＢＴを理解する～日本社
会の中でマイノリティであること～
講師：東　小雪さん　（ＬＧＢＴアクティ
ビスト）
参加者：６２名

② 日々の生活と人権を考える集い２
０２０
テーマ：「あきらめない心」
講師：伊藤　真波さん　（日本初義手
の看護師，北京・ロンドンパラリン
ピック競泳日本代表）
参加者：１０７名

●人権啓発事業参加者数
　１３４７名

【量的評価】
①新型コロナウイルス感染症拡大予
防のために定員を６０名としたが，６２
名の参加があり，十分な費用対効果
があったものと考える。

②新型コロナウイルスの影響があっ
たが，１０７名の参加者があった。

【質的評価】
①アンケート結果
アンケート回収率：８１％
講演を聴いて，人権問題について関
心や理解が「大変深まった，少し深
まった」とする回答が８８．６％であり，
本講演会が人権啓発事業として効果
があったものと認められる。

②アンケート結果
アンケート回収率：８５％
講演を聴いて，人権問題について関
心や理解が「大変深まった，少し深
まった」とする回答が９５．３％であり，
本講演会が人権啓発事業として効果
があったものと認められる。

Ｂ

・人権講演会（テーマ：女性の人権）及
び日々の生活と人権を考える集い
（テーマ：障がいのある人の人権）の
開催にあたって関係課や関係機関と
連携し，効果的な啓発を図っていく。
また，アンケート結果で人権問題につ
いて関心や理解が「大変深まった，少
し深まった」とする回答率を９０％以上
にする。
・啓発映画会は，子どもから大人まで
参加しやすい内容にし，参加者を増
やす。

26
子ども読書の街づくり推進
事業（ブックワーム芦屋っ
子）

学校教育課

読み聞かせや音読などの読書活動の充
実を図り，子どもの読書習慣を確立させ
るとともに，学校図書館の整備を進め，
学校図書館の利用促進に取り組みま
す。また，就学前の幼児の学校図書館
利用を促進します。

学校図書館整備により，年間貸出し
冊数やスタンプラリー達成者数は，
年々増加している。さらなる読書活
動推進のために，授業の中での読書
活動の充実を図ることが課題であ
る。また，就学前の子どもたちが本
に親しむ機会を増やしていくことが必
要である。

継続

〇年間貸し出し平均冊数
・小学校84.2冊，中学校10.9冊
○小学校スタンプラリー達成者数903
人
〇小学校図書館環境整備事業の実
施・・６小学校において，低学年の蔵
書を増やしたり，本に親しみやすい
空間にするための備品を整備

〇小学校については全国平均より高
い数値ではあるが，中学校について
はやや低い状況である。
〇１校４０万円の予算で消耗品，備品
を購入。

〇令和元年度から２年度にかけて全
小学校において，小学校図書館の環
境整備推進事業を実施することで，就
学前の子どもたちの利用機会が増え
てきた。

A

引き続き，就学前の子どもたちの利
用機会が増えるように保幼小の連携
を図っていくとともに，学校図書館の
環境整備を行っていく。

27 トライやる・ウィーク 学校教育課

中学２年生を対象に，保護者や地域の
ボランティアの協力を得て職場体験活
動，文化活動，ボランティア活動等の
様々な体験活動を行います。

中学校２年生が，地域の事業所で５
日間の活動を行う。課題は，参加生
徒人数分の事業所の確保であり，引
き続き新規事業所の開拓を行うとと
もに，事業の趣旨を周知していく必
要がある。

継続

〇新型コロナウイルス感染症の影響
に伴い職業体験活動として１日実
施。　　　　　兵庫ものづくり大学校
・精道中２１７人　山手中１５９人
　潮見中９５人

〇新型コロナウイルス感染症に伴う
影響で事業所におけるトライやる・
ウィーク事業の実施はできなかった。

〇新型コロナウイルス感染症に伴う
影響で計画通りの実施はできなかっ
たが，そのような状況下においても，
できることを実施したことはよかった。

A

新型コロナウィルス感染症に伴う影響
で実施できる内容は制限されることが
あっても，できることを検討しながら進
めていく。
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28 消費者教育推進事業 地域経済振興課

契約のルールやお金の使い方など，イ
ベントや出前講座などを通してライフス
テージに応じた消費者教育を実施しま
す。

新規事業 新規

県立特別支援学校の高校生２年生
対象に障がいのある生徒が社会に
出た時に遭いやすい消費生活トラブ
ルについて出前講座を実施。成人式
会場で配布する資料の中に，若者が
遭いやすい契約トラブル事例を掲載
した啓発資料を同封し，啓発を行っ
た。

新型コロナウイルス感染症拡大の影
響があり，特別支援学校の高校３年
生には出前講座を実施できなかった。
成人式参加者が減少したため，啓発
資料配布数も減少した。(R2年度528
部，R1年度588部）愛護委員班集会で
の出前講座も新型コロナウイルス感
染症拡大のため実施できなかった。

特別支援学校高校2年生対象の出前
講座に障がいのある生徒が遭いやす
いトラブル事例を紹介するなど役に立
つ内容であった。例年どおりの内容で
はあるが，成人式参加者へ若者向け
消費者トラブル啓発資料を配布した。
新型コロナウイルス感染症拡大のた
め，愛護委員班集会での出前講座を
実施できなかった。

B

県立特別支援学校の高校生２，３年
生への出前講座実施。成人式会場で
の啓発資料配布。若年者の消費生活
トラブル未然防止の出前講座などの
実施。

39
文化に関する体験学習等
の充実

学校教育課

学校での芸術鑑賞行事を，今後も継続
して実施していきます。また，学校と文化
施設，芸術家等や文化団体と連携した
教育を推進していきます。

各校で芸術鑑賞会を実施したり，中
学校１年生で音楽鑑賞事業等に参
加している。年間カリキュラムとの調
整が課題である。

継続

〇新型コロナウイルス感染症の影響
で実施できていない。中学校１年生
で実施するわくわくオーケストラにつ
いては感染症対策を講じながら２中
学校において実施した。

新型コロナウイルス感染症に伴う影
響により各校における芸術鑑賞会は
中止。わくわくオーケストラについては
２中学校実施。

計画通りできなかったが，芸術文化に
触れる機会は大切であるので，感染
症対策を講じながら，可能な範囲で実
施していく。

B

今後の新型コロナウイルス感染状況
に応じて，実施内容等を工夫しなが
ら，児童生徒の安全を第１に考えた取
組を実施していく。

生涯学習課

美術博物館において，体験型ワーク
ショップを年間通して実施した。また
「あしやつくるば」など親子で参加で
き，文化を体験できるイベントを実施
することができた。

継続
親子向け展覧会やワークショップ，講
座を実施した。

新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため，ワークショップ，講座等が中止
もしくは通常よりも定員を少なくしての
実施となった。

一年を通して少人数を対象としたイベ
ントの実施となり，講師が一人ひとり
に向き合う時間が増えたことで満足度
は上昇した。

A

大人数が集まるイベントを除いて，新
型コロナウイルス感染症対策を講じた
上で，中止ではなく，可能な限り実施
することを目指す。

図書館
既存事業の水準を維持しながら，情
勢を踏まえたアプローチが必要であ
る。

継続

えほんの会　６回
こどもおはなしの会　７回
打出こどもおはなしの会　４回

新型コロナウイルス感染拡大予防の
ため，「えほんの会」「こどもおはなし
の会」（毎週土曜日開催），「打出こど
もおはなしの会」（毎月第２土曜日開
催）の開催を中止するなどした。再開
後，開催回数と定員を減数している。

新型コロナウィルス感染拡大予防の
ため，「おはなしの部屋」を利用せず
に「集会室」で開催しているため，「ス
トーリーテリング」など物語の世界へ
いざなうための従来の効果が半減し
ているのではないかと懸念する。

A
読書機会を増やせるよう読み聞かせ
などの図書館行事を継続的に行う必
要がある。

スポーツ
推進課

施設自体が老朽化が進んでおり，改
修整備が必要。

継続 各施設の補修工事を随時行った。

各施設とも，予算の範囲内において
随時補修を行った。

緊急度を鑑みながら，随時補修を行っ
ている。

A
大規模修繕を計画的にに実行する必
要がある。

道路・公園課

公園の遊具について，日常の点検や
定期的に行う専門点検，計画に基づ
く遊具の更新を行っている。それに
加えて，利用者の目線に立ち愛着を
持って利用してもらえる遊具の選定
が必要である。

継続 ４公園１１基の遊具更新を実施した。

計画に基づいた公園の遊具更新が実
施できた。

遊具選定にあたっては，公園利用者
や，近隣住民，幼稚園等にアンケート
を実施し，子どもに愛着をもって公園
を利用してもらえるように工夫を図っ
た。

A

引き続き，遊具の点検や補修を継続
して行い，安全に遊んでもらうととも
に，地元の子どもに愛着を持って遊具
を利用してもらえるように遊具の更新
を進めていく。

遊具の点検や補修を継続して行い，安
全に遊んでもらうとともに，地元の子ども
に愛着を持って遊具を利用してもらえる
ように工夫して遊具の更新を進めます。

40
青少年の文化活動の体験
機会の提供

美術博物館・谷崎潤一郎記念館・三条
文化財整理事務所において，様々な講
座やワークショップを実施し，文化活動
を体験できる機会を提供します。
子どもや親子を対象に読書に親しむた
めの事業を実施します。

43
施設の有効活用と利用促
進
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重点目標１　豊かな人間力を身につけるため，子ども・若者の育ちを支援する
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44
クラブ・プログラム・イベント
の活性化

スポーツ
推進課

スポーツ推進委員を通した地域スポーツ
のスポーツクラブ２１の育成を図ります。
ライフステージに応じたプログラムを推
進するとともに市民スポーツ団体等の
ネットワークを活用し，スポーツ実施機
会の向上を図ります。

ライフステージによりスポーツの関心
や個々の運動能力が様々で，すべて
のニーズに応えるのは難しい。

継続
新型コロナウイルス感染症拡大を防
止するため，イベントを延期または中
止する必要が生じた。

新型コロナウイルス感染症拡大を防
止するため，イベントを延期または中
止する必要が生じた。

新型コロナウイルス感染症に伴う影
響で，実施内容の規模を縮小して工
夫しながら実施した。

Ｂ
新型コロナウイルス感染予防を徹底
しながら，事業を実施する必要があ
る。

生涯学習課

平日の従来行っていた放課後プラン
事業（校庭開放など）については，全
８小学校キッズスクエアへの円滑な
移行が完了した。

継続
校庭開放については，７小学校で，
土曜日の校庭開放事業を行った。

新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため，４月・５月は事業を行なえず，そ
のため校庭開放実施日数が例年より
減った。

校庭開放に，兄弟姉妹で来る子ども
達もおり，安全管理人も配置されてお
り，安全で安心して過ごせる環境が作
れている。

A

校庭開放事業について，安心・安全
に過ごせる環境づくりのために，キッ
ズスクエアやコミスク活動と整理する
必要がある。

青少年育成課

放課後の子ども達の居場所として，
あしやキッズスクエアを全小学校で
開設した。放課後児童クラブとのさら
なる連携や校庭開放事業，コミスク
活動との整理を検討する必要があ
る。

継続

市内8小学校において，児童の自主
的な居場所づくり機能，様々な体験
活動を行う体験プログラム機能を有
した放課後子ども教室事業あしや
キッズスクエアを実施し，学童保育延
長とキッズスクエアが同日に利用で
きる連携を8小学校において実施し
た。

開催日数１,３７８日　登録児童数1，
738名　参加児童数23,844名(3月末見
込）　　　　　　体験プログラム165回（3
月末見込）　　　　　　　ボランティア参
加数425名（3月見込）　　　　　　　　4月
1日～6月21日までコロナウイルス感
染予防の為休止。また体験プログラ
ムについても屋外等感染予防が行え
るもののみ実施。

コロナ感染予防の為，スタッフ生活様
式作成作成し，こども保護者への感
染予防協力などを実施。コロナ感染
予防の為，ZOOMによるプログラムを
全小学校において実施。文部科学省
「今後の社会の変化に対応した多様
な体験活動事例集」県教育委員会令
和2年度「指導の重点」に事例掲載。

A

コロナ禍において，児童が制限のある
生活の中で，感染予防を徹底し，自
由に自主的な居場所づくりを行う。コ
ロナ禍における開催可能な体験プロ
グラム，学生ボランティアの参加など
実施する。

子育て推進課

毎年11月，こどもフェスティバルを開
催。中・高校生のボランティアやシル
バー人材センター等も参加すること
で，多世代交流も図ることができた。
引き続き，異年齢交流ができるイベ
ントを継続的に実施していく。

継続

新型コロナウイルス感染症拡大を防
止するため，イベントを開催すること
ができなかった。（子育て支援セン
ター）

芦屋市新型コロナウイルス感染症対
策公共施設利用ガイドラインに基づい
た感染拡大予防対策を講じながら，
家族で参加しやすい事業を実施して
いく。（子育て支援センター）

地域福祉課

「高浜町ライフサポートステーション」
で子どもと地域の食堂や地域まなび
の場支援事業など子どもの居場所を
活用した全世代が交流できる共生型
の居場所づくりを行った。また，行政
改革に係る健康増進・全世代交流プ
ロジェクトにて，多様な主体と連携
し，様々な運営形態によるイベントを
開催した。

継続

「高浜町ライフサポートステーション」
で地域まなびの場支援事業における
子どもの居場所を活用した全世代が
交流できる共生型の居場所づくりを
行った。

・実施回数：15回
・参加人数：174人
新型コロナウイルス感染症拡大の影
響を受け，一堂に会する催事を中止
にせざるを得ない状況があり，例年と
比較し開催回数が減少した。
今後，開催方法（オンライン等の活用
等）を検討する必要がある。

新型コロナウイルス感染症拡大の影
響を受け，一堂に会する催事を中止
にせざるを得ない状況にあった。

A
全世代が交流できる共生型の居場所
づくりを継続して実施する。

いつでも気軽に世代間，異年齢交流が
図れるよう，多様な主体と連携し，世代
を越えて自由に集える場づくりを推進し
ます。

45 放課後児童体験事業

児童が放課後等に小学校の施設等を利
用して，安全で安心して過ごせる環境を
作り，地域の方々の参画を得て，様々な
体験・交流活動の機会を提供します。ま
た遊び等を通じて異年齢児の交流を促
進し，豊かな人間性が育まれる居場所
を提供する事業「あしやキッズスクエア」
をします。

46 世代を越えて集える居場所
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学校教育課

教科学習を通して，情報の活用方法
等について理解を深めている。
情報の正確な取捨選択に課題があ
る。

充実

〇教育活動全体を通じて情報活用
能力をはぐくむ活動を実施。

〇教育活動全体を通じて実施 〇ICTを活用した授業の充実を図り，
主体的に情報を収集・比較・選択し，
効果的に表現する等，情報活用能力
を今後も育成していく。

B

これまで芦屋市立学校が作成してき
た芦屋市情報活用能力体系表をもと
に，１人１台学習用端末の導入に伴
い，再度適したものに変更していく。
各校へ担当者を通じて教育活動全体
を通じて情報活用能力を育む活動の
周知徹底を行う。

打出教育文化セン
ター

情報活用能力を教育課程に位置付
けるよう働きかけると共に，今後は，
発達段階に応じた系統性のある情
報教育カリキュラム作成に向けて情
報担当者会等の機会を利用しておこ
なう予定である。

充実

コロナ禍で，研修の数は削減せざる
をえなかったが，情報活用能力体系
表をもとに各校で協議いただき，系
統性のある指導を実施。

情報活用能力の育成について全教員
を対象に研修を行った（２回）

児童生徒１人１台タブレットを活用した
学習において，情報活用能力の育成
を念頭においた授業づくりの大切さが
認識できた。

B

子ども達の操作技能の向上だけでな
く，常に情報活用能力の育成を見据
えた授業の在り方についての研修を
実施する。

学校教育課

事例をもとに情報の利便性と危険性
を考えるとともに，情報に関する自他
の権利の尊重，法の理解と遵守につ
いて学んでいる。
SNS等によるトラブルが増加してい
る。

充実

〇各学校において生徒指導，人権教
育，道徳教育等を通して情報化社会
で生きるための情報モラルについて
指導してきた。

〇教育活動全体を通じて実施 〇ICTの活用を通して新しい時代に求
められる情報活用能力を培う上で大
切となる情報モラルについて，具体的
な事例をもとに発達段階に応じて指導
していく。 A

ＳＮＳ等使用におけるトラブルが増加
している実態を踏まえ，根本となるモ
ラルの向上を育てるとともに，情報の
特性である利便性と危険性を考え，
情報に関する法の理解と遵守につい
ての研修や授業実践を行っていく。

打出教育文化センター

外部人材や打出教育文化センター
指導主事による児童生徒および保
護者向けの情報モラル講座を実施
し，情報モラルについての啓発を
行った。

充実

GIGAスクール構想に伴い，１人１台
学習用端末が配備され，『学習用端
末　活用ルール』を保護者に配布し，
情報モラル等について周知した。

学習用端末配布や学習ドリル活用時
に合わせ，活用ルールの周知を行っ
た。

教員が情報モラルについて指導でき
るよう，資料を共有ファルダに保存す
るなど情報提供を行った。

A

学習用端末の活用が進み，各学校で
取り組まれている情報モラルについて
の授業実践を集約し，周知していく。
また，外部人材を招聘した研修会等
を実施するなど，児童生徒への指導
や保護者への啓発につなげていく。

児童センター
パソコン教室等を通して，適切に情
報教育を実施している。

充実

７月～12月まで「パソコンクラブ」を15
回実施。パソコンの基本操作および
文字入力他，正しい使い方について
指導。

パソコンの台数に限りがあるため，希
望者全員の受講が出来なかった。

４５分の時間内でできるカリキュラム
を，課題と自由制作に分けて，充実し
た内容で適切に実施できていた。

B 継続して実施。

公民館
個人情報と情報セキュリティーの講
座を実施して46名の参加者であっ
た。

充実
コロナウイルス流行により実施できな
かった。

実施

青少年愛護
センター

愛護委員には班集会や年一回以上
の専門講師による研修会をすること
により最新のネット状況を伝えてい
る。

充実
新型コロナウイルス流行の為，未実
施。

コロナウイルス流行状況を考慮しつつ
研修を実施予定。

携帯電話やパソコン等，情報機器の適
正な利用や，発信される情報の適正な
判断能力を養うための情報教育を行い
ます。

インターネット社会における
情報の正しい理解と判断
の育成

59

56 情報活用能力の育成

57 情報モラルの育成

情報発信による影響や情報の危険性，
情報モラルの必要性や情報に対する責
任などについて保護者への啓発を行うと
ともに，子ども自ら考えさせる機会をも
ち，約束やきまりを守りながら情報社会
に参画しようとする態度を身につけさせ
ます。

必要な情報を主体的に収集・判断・表
現・処理し，相手の状況などを踏まえて
発信・伝達ができる力を育成します。ま
た，教員向けの研修会も実施し，指導力
向上に取り組みます。
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第2期芦屋市子ども・若者計画　実施評価票

重点目標２　困難を有する子ども・若者やその家族を支援する

【量的評価】 【質的評価】

60 被保護者就労支援事業 生活援護課

生活困窮者支援制度や障害福祉課，高
齢介護課，子育て推進課といった他課と
も密に連携をして，自立を目指した支援
を行います。

平成29年度より就労支援員を配置し，
本人に対してハローワークと連携して支
援を行っている。
しかし，離職期間が中長期的な方につ
いては，生活改善や医療機関への通院
等の段階的に支援をしなければならず，
就労開始までに時間を要していることが
課題である。

継続

被保護者の内，特に稼働年齢層に
力を入れて就労に向けて，ハロー
ワークと連携を図り自立を促進す
る。

任用している就労支援員とＣＷが協
力して就労支援にとりくんでいる。
月に１度芦屋市にくるハローワークの
出張相談へも積極的に案内している。
一方でコロナウイルス感染症の拡大
に伴い，求人数が減少していたため
就労に結びつかないケースが散見さ
れた。

就労に向けて，生活改善や医療受診
を必要とするケースは他機関と連携し
支援を行った。

Ｂ
求人情報を注視し，就労支援対象者
に継続的に案内などを行っていく。

青少年愛護センター

公立3中学校を卒業した生徒（の追跡調
査を行い，長期欠席・転学・不登校など
の生徒ついては，継続してヒヤリングを
行った。一昨年度【平成28年度末／530
人98校（回答81校）】昨年度は【平成29
年度末／532人84校（回答84校】二年連
続で追跡調査をした結果，一定の結果
が得られた。

充実

令和2年3月に市立公立中学校を卒
業した生徒が，4月に68校の高校へ
進学したので，各校に進路追跡調
査票を送付し，情報収集を実施し
た。

68校全てから回答いただき，退学生
徒，要指導生徒が数名いることがわ
かった。

各中学校へ情報提供して進路指導に
つなげるよう依頼。
また，高校との連携協力ができる体制
の構築が必要である。

A
来年度も同様に実施予定。

生活援護課
生活に困窮している要保護者に対して，
金銭及び現物給付を行い，生活の安定
を図る。

充実
中学を卒業した者を対象に中途退
学者が抱える課題を調査する。

対象者１名について，子育て推進課と
複数回にわたる支援者会議を行っ
た。
要因としては，①母の体調不良に伴っ
て世帯の家事を担っていること②本人
の通学意欲の低下が挙げられてい
る。支援対象者にアプローチを試みて
いるものの，無視されている状態。

定期訪問や電話などで母との接触は
継続したが，詳しい聞き取りが困難な
状況が続いている。

Ｂ
引き続き関係機関と連携して支援を
行っていく。

66
若者相談センター「アサガ
オ」の周知

青少年愛護センター
若者相談センター「アサガオ」の相談件
数は周知の度合いに比例するので，機
会をとらえて周知に努めます。

若者相談センター「アサガオ」の市の
ホームページ，広報誌に適宜掲載し，セ
ミナー・親の会（毎月第1日曜日）,「キ・
テ・ミ・ル・会」の周知を図っている。成人
式には「アサガオ」のパンフレット750枚，
市内3中学校の卒業式には「アサガオ」
の名刺大カードを570枚配布，関係する
諸会議でも上記資料を配布した。

充実

ホームページ，広報誌に「アサガオ」
について掲載し，セミナー・親の会
（毎月第1日曜日）,「キ・テ・ミ・ル・
会」の周知。
成人式，市内3中学校の卒業式に
「アサガオ」の名刺大カードを配布。
また，関係する諸会議でも資料配布
を実施した。

成人式，卒業式等，大量の資料配布
が可能な場において周知を行えてい
る。

ホームページや広報誌に最新の「ア
サガオ」の取り組みについて掲載でき
るよう定期的な情報共有が必要。

A
来年度も同様に実施予定。

65

中学校卒業後の進学先で長期欠席によ
る不登校や，ひきこもってしまう場合もあ
り，実態を調査するとともに，調査結果を
進路指導に活かし，関係他課とも情報共
有を図り，改善に努めます。

進路管理事業
（進路追跡調査）

取組の評価 次年度目標
検証・分析

No 事業名 担当課 事業概要 計画策定時の現状と課題 目標 実施した取組の内容
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67
地域における子ども・若者
支援のネットの構築

青少年愛護センター
可能な限りＮＰＯ法人等と連携をして情
報交換を行います。

市内相談・行政機関との連携，ハロー
ワークやサポートステーションとの連携
で情報交換を行った。

継続

青少年育成愛護委員会との連携を
取り，地域の見守り活動について情
報を共有している。来年度も同様に
実施予定。

月に一度，青少年育成愛護委員会と
「役員会」，「班集会」をそれぞれ行
い，街頭巡視活動等により得た情報を
共有する。

実際に街頭巡視活動を行い，子ども
達を見守っている愛護委員と情報を
共有することで，地域の現状を確認す
ることができる。

A
来年度も同様に実施予定。

68 福祉の総合相談窓口 地域福祉課

福祉のワンストップ窓口として，生活や
福祉に関する困りごとや悩みの相談に
応じ，関係機関との連携を図り，課題解
決に向けた支援を行います。

福祉センター総合相談連絡会におい
て，ケースの検討や，自立相談支援機
関を含む各機関の機能の共有を図り，
連携体制を強化した。

継続

福祉センター総合相談連絡会にお
いて，ケースの検討や，自立相談支
援機関を含む各機関の機能の共有
を図り，連携体制を強化した。
また，様々な支援会議等を通じ，支
援者の資質・対応力向上を図った。

総合相談件数は，新型コロナウイルス
感染症の影響により，2,316件と増大し
た。

総合相談連絡会において，事例を通
して関係機関がつながり，支援の輪が
広がった。

A

福祉のワンストップ窓口として，生活
や福祉に関する悩み全般を受け付
け，関係機関との連携を図り，課題解
決に向けた支援を行う。

79 家庭児童相談 子育て推進課

子ども家庭総合支援拠点を設置し，こど
も家庭支援員・虐待対応専門員・家庭相
談員が養育についての悩みや心配ごと
の相談に応じ，子どもの虐待に関する訪
問・指導等適切な対応を行います。

家庭児童相談員が家庭の養育について
の悩みや心配ごとの相談に応じるととも
に，養育支援を必要とする家庭の早期
把握や，虐待の未然防止，虐待の早期
発見・早期対応に努めた。しかし，児童
虐待に関する相談対応件数は年々増加
しているため，相談・支援体制の更なる
強化が必要である。

継続

子ども家庭支援員が家庭の養育に
ついての悩みや心配ごとの相談に
応じるとともに，養育支援を必要と
する家庭の早期把握や，虐待の未
然防止，虐待の早期発見・早期対
応を行った。（子育て支援センター）

相談件数：412件
うち児童虐待に関するもの247件
相談件数は横ばいだが，児童虐待に
関する相談は増加している。

新規の児童虐待件数が増加してお
り，内容も複雑化・重度化しているた
め，予防的な支援や関係機関との調
整を増やし，質の高い相談対応を行っ
ている。（子育て支援センター）

Ａ（子育て支援セン
ター）

子ども家庭支援員が家庭の養育につ
いての悩みや心配ごとの相談に応じ
るとともに，日頃から相談しやすい体
制づくりを行う。また，関係機関との連
携を強化し，養育支援を必要とする家
庭の早期把握や，虐待の未然防止，
虐待の早期発見・早期対応を行う。
（子育て支援センター）
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打出教育文化セン
ター

不登校傾向や人との関わりが困難な児
童・生徒への対応について学ぶ研修会
や講座をおこなった。

継続
コロナ禍で，研修の数は削減せざる
をえなかったが，研修内容や機会を
精選して集合研修を実施した。

１０月に不登校児童生徒への支援の
在り方について講師を招いて研修を
おこなった。２３名の参加があった。

不登校児童生徒への対応について関
係機関と連携を密にとることや校内に
おいても組織的に対応することなど教
員の意識改革がおこなえた。

A
学校園の実態やニーズに合った研修
を実施する。集合研修が無理な場合
は，リモートでの研修を実施する。

学校教育課
不登校対策をテーマとした研修会を実
施した。

継続

10月に主に各校の不登校担当教員
と生徒指導担当教員が参加し，「登
校が苦手な子どもの理解と支援」に
ついて，大学教授を招聘し，研修会
を実施した。また，研修会の内容に
ついて，チラシを作成し，全教職員
に配布し周知した。
適応教室の指導員に対して，声掛
けの方法などについて，具体的な事
例を元に年6回の研修会を実施し
た。

教員研修は，年1回の実施であった
が，研修内容を全教職員にチラシで
周知できた。適応教室の指導員は，
状況に応じて研修を開催することがで
きた。

新たな不登校を生み出さないために，
不登校になる前のアプローチを大切
にしたい。今回は，背景に発達障がい
がある場合を事例として研修を行っ
た。適応教室の指導員に対しても発
達障がいのある児童生徒への必要な
支援について，事例を元に研修を行っ
た。

A

教職員の児童生徒とのかかわり方や
実態把握の仕方など，新たな不登校j
児童生徒を生み出さないための取組
にかかわる内容の研修を積み重ね
る。

青少年愛護センター
アサガオとの連携した指導体制の確
立。

継続

『アサガオ』と定期的に連絡会を開
催することにより，情報共有を行い，
不登校問題への相談窓口として適
切な対応ができるよう連携する。

月に一度，アサガオと連絡会を開催。 連絡会を開催することにより，『アサガ
オ』が行うイベントの把握や現状の問
題等について確認することができる。

A 来年度も同様に実施予定。

86
仲間同士の支えあいの支
援

青少年愛護センター

今後も交流の場を提供しながら，若者相
談センター「アサガオ」セミナー，「キ・テ・
ミ・ル・会」と「親の会」を3本柱として位置
づけ継続して実施します。

「キ・テ・ミ・ル・会」を男女別に開催し，13
回，合計42人の参加者があり若者同士
が会話しやすい雰囲気を醸成できた。
「親の会」では特別支援教育士（ボラン
ティア）を招き，アドバイスをえることがで
きた。年間9回実施し，合計57人の参加
があった。

継続
『アサガオ』主催の「セミナー」，「親
の会」，「キ・テ・ミ・ル会」を開催。

一部コロナウイルス流行により中止し
たものの，「セミナー」は6回開催の延
べ163名，「キ・テ・ミ・ル会」は10回の
開催で延べ33名，「親の会」は9回開
催で延べ68名が参加された。

「セミナー」，「キ・テ・ミ・ル・会」及び
「親の会」については，いずれも参加
者から好評をいただいており，例年並
み，または例年以上の参加者が集
まっていることから，こども・若者相談
センターとして『アサガオ』の認知度が
増していると考えられる。

A 来年度も同様に実施予定。

87 子ども・若者への訪問支援 青少年愛護センター
若者相談センター「アサガオ」ついて，今
後更に効果的な体制を図ります。ケース
によっては訪問支援を行います。

「アサガオ」本体の相談件数が増加する
につれ，アウトリーチによる相談件数が
減少している。

継続
『アサガオ』より相談者の希望と同
意があった場合にアウトリーチを実
施。

昨年度は2件実施。
アウトリーチの場合，訪問先の家族全
員の同意がなければ訪問が困難かつ
コロナウイルス流行により，件数は多
くない。

「アサガオ」ホームページにも希望者
にはアウトリーチを実施する旨を明記
したため，今後希望者が増加する可
能性もあり。

A

訪問先世帯全員の同意や，コロナウ
イルス流行により回数を増やすことは
容易ではないが，来年度も同様に希
望者に対して実施予定。

85
保護者や教員のための不

登校セミナー

86不登校で悩む教員等を対象として，研
修会を開催します。また不登校問題への
相談窓口として，効果的な指導・助言を
実施できるよう研究を進めます。
若者相談センター「アサガオ」を通して情
報交換をして不登校やひきこもりの家庭
や子ども達の支援をします。
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取組の評価 次年度目標

検証・分析
No 事業名 担当課 事業概要 計画策定時の現状と課題 目標 実施した取組の内容

子育て推進課

個別配慮が必要な子どもたちに対して，
社会性を身に着けていくために保育所
（園）で統合保育を実施した。年3回，研
修会を開催し，専門医から個々について
のより良い配慮について，指導・助言を
受け日々の保育の中で活かし，当該子
どもの健全な発達を促進した。今後は，
職員自ら，当該子どもにとってより良い
支援について，考え，実践していく力を
つけていきたい。

継続

当該子どもの個別支援計画の作成
を各施設が行い，インクルーシブ教
育保育研修会を開催し，子どもへの
支援について，学びを深めた。年度
末には，各施設からの報告書を冊
子にまとめた。（保育係）

新型コロナ感染拡大防止のため，3回
予定されていた「インクルーシブ教育・
保育研修会」は2回開催となった。
年度末の報告会は，緊急事態宣言下
のため中止になった。（保育係）

研修会では，子どもへのより良い支援
について，専門医の指導のもと，各施
設の職員がグループ討議を行い学び
を深めることが出来た。また，個別支
援計画については，保育経験豊富な
子育て推進課職員が，より良い支援
につながるように助言を行った。（保育
係）

B（保育係） 継続（保育係）

学校教育課

個別的配慮が必要な幼児に対して，加
配教員や支援員を配置し，必要な支援
を行った。また，医療的なケアが必要な
幼児については，看護師資格を有する
支援員を配置し，常時の見守りと医療的
ケアを実施した。

継続

個別的配慮が必要な幼児に対する
加配教員を5名，小中学校に介助員
を15名，特別支援教育支援員を12
名配置した。また，医療的ケアが必
要な児童について，看護員や訪問
看護で医療的ケアを実施した。

学校園からの希望通りではないが，
幼児児童生徒の実態把握に努め，支
援が必要な幼児児童生徒への配置を
した。医療的ケアが必要な児童につい
ても，個々のニーズに応じて看護員を
配置した。

複数の専門指導員による教育相談や
幼児児童生徒の実態把握を元に，加
配教員や介助員，特別支援教育支援
員の配置を行った。医療的ケアが必
要な児童については，常時見守りが
必要なのか，定時でよいかなど，児童
の実態把握に努め，配置した。

A

学校訪問や教育相談による幼児児童
生徒の実態把握に努め，適切な配置
をしていきたい。医療的ケアが必要な
幼児児童生徒について，関係機関と
の連携を密にし，情報を共有してい
く。

90
特別支援教育センターの
相談

学校教育課
特別支援教育の対象となる子どもの保
護者及び教員を対象とした教育相談や
指導助言等を実施します。

特別な支援が必要な幼児児童生徒に対
して，教育相談や発達検査，カンファレ
ンス等を行い，家庭や学校園での支援
方法についての方向性を協議した。今
後も，専門指導員の確保を行い，相談
に対して迅速に対応できる体制を構築し
ていく必要がある。

継続

合理的配慮コーディネーターと専門
指導員による行動観察等61件，保
護者等教育相談支援86件，幼小中
学校園教員支援221件，発達検査・
カンファレンス等33件を実施した。

インクルーシブ教育スーパーバイザー
1名，合理的配慮コーディネーター1
名，専門指導員3名で，特別な支援が
必要な幼児児童生徒に対して教育相
談や発達検査，カンファレンス等を実
施した。

各学校園から特別支援教育センター
に相談できることを保護者に周知し，
相談につなげることができた。小学校
を中心に教員支援を実施できた。

A

特別支援教育センターで教育相談が
できることを特別支援教育の対象とな
る子どもの保護者に引き続き周知して
いきたい。教員の支援については，中
学校への支援を充実させていきたい。

102 生活困窮者自立支援制度 地域福祉課
相談窓口の継続的な周知を行い，多様
な困り事を抱える世帯の早期発見及び
支援体制の強化を図ります。

関係各課と共同で窓口対応・相談支援
ガイドラインを作成し，Joint-Sheetを活
用した支援体制を構築した。庁内関係
課及び関係機関等に継続的に研修や事
業の周知を行っている。対象者が適切
に支援につながるよう更なる周知・啓発
と支援体制の強化が必要である。

継続

包括的支援体制構築に向け，関係
各課や関係機関と検討会を行い，
課題整理や解決策について協議を
行った。また，庁内関係課及び関係
機関等に継続的に研修や事業の周
知を行っている。対象者が適切に支
援につながるよう更なる周知・啓発
と支援体制の強化が必要である。

自立相談支援の相談件数は，新型コ
ロナウイルス感染症の影響により，
277件と増大した。

検討会において，各機関が抱える課
題や連携に関する課題を共有するこ
とができ，どうすれば円滑に，もれるこ
となく対象者をつなぐことができるか
検討できた。

A

検討会での決定事項を踏まえ，相談
窓口の継続的な周知を行い，多様な
困り事を抱える世帯の早期把握及び
支援体制の強化を図る。

89
インクルーシブ
教育・保育

当該子どもの個別支援計画の作成を行
い，研修会（インクルーシブ教育・保育）
も開催し，講師や専門医の指導・助言も
得ながら，職員同士でグループ討議を重
ね，当該子どもへのより良い支援につい
て考えていきます。また，各幼稚園，こど
も園，保育所から取り組みについての報
告会を行います。
就学前施設において，配慮の必要な子
どもに対して必要な支援体制を整備し，
集団生活を行うことにより，当該子ども
の健全な発達を促進します。

9



第2期芦屋市子ども・若者計画　実施評価票

重点目標３　子ども・若者を社会全体で支える，寛容なまちづくりを実現する

【量的評価】 【質的評価】

子育て推進課

毎年11月，こどもフェスティバルを開
催。中・高校生のボランティアやシル
バー人材センター等も参加すること
で，多世代交流も図ることができた。
引き続き，異年齢交流ができるイベ
ントを継続的に実施していく。

継続

新型コロナウイルス感染症拡大を
防止するため，イベントを開催する
ことができなかった。（子育て支援セ
ンター）

芦屋市新型コロナウイルス感染症対
策公共施設利用ガイドラインに基づい
た感染拡大予防対策を講じながら，
異年齢交流ができるイベントを実施し
ていく。（子育て支援センター）

地域福祉課

「高浜町ライフサポートステーション」
で子どもと地域の食堂や地域まなび
の場支援事業など子どもの居場所を
活用した全世代が交流できる共生型
の居場所づくりを行った。また，行政
改革に係る健康増進・全世代交流プ
ロジェクトにて，多様な主体と連携
し，様々な運営形態によるイベントを
開催した。

継続

「高浜町ライフサポートステーショ
ン」で地域まなびの場支援事業にお
ける子どもの居場所を活用した全
世代が交流できる共生型の居場所
づくりを行った。

・実施回数：15回
・参加人数：174人
新型コロナウイルス感染症拡大の影
響を受け，一堂に会する催事を中止
にせざるを得ない状況があり，例年と
比較し開催回数が減少した。
今後，開催方法（オンライン等の活用
等）を検討する必要がある。

新型コロナウイルス感染症拡大の影
響を受け，一堂に会する催事を中止
にせざるを得ない状況にあった。

A
全世代が交流できる共生型の居場所
づくりを継続して実施する。

123
協働で課題を解決する取り
組みの推進

地域福祉課

トータルサポートの仕組みを通じて市役
所内の連携を強化するとともに，関係機
関や地域等との連携を進め，困難な状
況にある若者のニーズや課題に対して，
協働して解決する取り組みを進めます。

関係機関の対応の向上に向け，地
域で開催される会議や関係機関の
会議に出席し，ニーズ把握や課題提
起を行うとともに，行政改革に係る健
康増進・全世代交流プロジェクトにお
いて，多様な主体との協働により，地
域課題の解決に向けた取組を推進し
た。関係機関や地域との連携を更に
強化し，切れ目のない支援体制づく
りや資源創出を図る必要がある

継続

高齢者や障がいのある人の虐待対
応を始め，制度の狭間となる人，複
合的な課題を抱える世帯について，
関係機関の会議に出席する等，関
係機関と連携して支援を行った。支
援対象の本人のみならず，世帯に
寄り添い，支援を継続する中で，若
者のニーズについても把握し，虐待
ケースレビュー会議において，俯瞰
的に地域を見渡し，課題提起を行っ
た。

・多様な主体との協働のための取組
は，新型コロナウイルス感染症のた
め，会議の開催等ができず，ニュース
レターの発行（1回）や，現状確認，
個々の団体等との意見交換を実施。
・困難ケース等の連携については，
225件に対し相談支援を実施した。

・新型コロナウイルス感染症拡大の影
響を受け，一堂に会する催事を中止
にせざるを得ない状況にあったため，
多様な主体との協働による地域課題
の解決に向けた取組を推進すること
ができなかった。
・各関係機関の会議に出席し，各機関
が抱える課題や連携に関する課題に
ついて共有できた。

A

トータルサポートの仕組みを通じて市
役所内の連携を強化するとともに，関
係機関や地域等との連携を進め，困
難な状況にある若者のニーズや課題
に対して，協働して解決する取り組み
を継続して実施する。

124
子育て世代包括支援セン
ター

健康課
妊娠・出産・子育てに関する身近な相談
窓口として，妊娠期から子育て期まで切
れ目なくサポートします。

新規事業 新規
妊婦，育児者が安心して子育てが
できる環境づくり

【量的評価】
相談件数　392件

【質的評価】
妊婦やパートナーに対して遊び場を案
内し，育児の準備性を高める支援を
行った。
遊び場事業に週2回定期的に参加し，
気軽に相談できる機会を設けた。

実施A
乳幼児計測の希望が多く聞かれたた
め，令和3年度からは計測の場を増や
し，計測・相談の件数を増加させる

計画策定時の現状と課題 目標 実施した取組の内容

いつでも気軽に世代間，異年齢交流が
図れるよう，多様な主体と連携し，世代
を越えて自由に集える場づくりを推進し
ます。

世代を越えて集える居場所46

取組の評価 次年度目標
検証・分析

No 事業名 担当課 事業概要
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